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010404　食の安全・安心の確保
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学校給食モニタリング事業

１　事業の概要

　東日本大震災による原子力災害により、放射性物質が

拡散し、学校給食においても、安全・安心の確保が求め

られている。

　児童生徒等のより一層の安全・安心の観点から、学校

給食における放射性物質の有無や量について把握するた

め、学校給食一食全体について事後検査を実施する。

（１）放射性物質検査委託　　 　　　△994千円

（２）市町村への業務委託　　　　　 △572千円

２　事業主体及び負担区分

　(国10/10・県0)

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×0.1人＝950千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　放射性物質検査委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　994千円
　　　　実際に提供された学校給食一食全体の放射性物質の有無及びその量について、専門の検査機関に
　　　検査を委託(のべ86回)
　　イ　市町村への業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　572千円
　　　　検査を希望する市町村に対し、検体となる学校給食の提供および送付、保護者等に対する説明会
　　　等の実施を委託(県内2市町村)

（２）事業計画
　　ア　モニタリング対象校の選定
　　イ　対象校で実際に提供された学校給食一食全体の放射性物質の有無について、ゲルマニウム半導体検出器
　　　による高精度検査を実施
　　ウ　検査結果を県ホームページ等で公表

（３）事業効果

　　安全・安心の確保に資する。
　　　どの程度放射性物質が含まれているかを継続して把握することで、学校給食に対する児童生徒等のより一層の

（４）補正予算の概要
　　ア　放射性物質検査委託：事業が実施出来なかったことに伴う減額
　　イ　市町村への業務委託：事業が実施出来なかったことに伴う減額

　　　※平成２５年２月７日付文部科学省事務連絡で、本事業に係る国の委託先が東日本大震災被災９県のみとされ、
　　　本県は対象外とされた。その後、平成２５年７月２５日付で国の委託要項が一部改正され、本県も国の委託先と
　　　なったものの、実施を希望する自治体が現れず、事業を実施出来なかったものである。

(単位：千円)

分野施策


